予算要求資料
平成30年度当初予算　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：身体障害者更生相談所費　　　
	事業名　新身体障害者手帳システム導入費　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　身体障害者更生相談所　管理調整係　電話番号：058-231-9722
　　　　　　　　　　　E-mail：c22201@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　　13,338千円　（前年度予算額0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	13,338
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,338

	決定額
	13,338
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,338


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　　　平成２５年度に導入した身体障害者手帳交付事務システムの契約期間が平成３０年度末に終了するため、平成３０年度中に新システムを導入し、データの移行を行う必要がある。また導入後５カ年のシステムサポート契約も必要である。
（2） 事業内容
身体障害者手帳の所持者情報管理および手帳発行、統計資料作成、社会保
障・税番号制度における情報連携等を行う新システムの導入及び導入後５カ年のシステムサポート契約にかかる経費

　（システム概要）

・３００件／週を超える身体障害者手帳の交付・返還・変更申請による手
　帳所持者情報管理および手帳発行、関係通知文書作成を行う。
・身体障害者手帳保持者に関する各種統計資料作成を行う。
・身体障害者福祉法第１５条に規定される指定医師の管理を行う。

・社会保障・税番号制度における他システムとの情報連携を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(千円)
	H30
	H31
	H32
	H33
	H34
	H35

	システム導入経費
	システムサポート経費
	システムサポート経費
	システムサポート経費
	システムサポート経費
	システムサポート経費

	13,338
	668
	669
	669
	669
	669


（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10
（４）類似事業の有無
　・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	13,294
	システム導入経費

	消耗品費
	44
	スキャナ（画像取込用）

	合計
	13,338
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　現在の身体障害者手帳交付システムの契約期間満了までに、新システム構築及びデータ移行を行い、引き続き迅速、正確な手帳交付事務が行えるようにする。また同システム内において社会保障・税番号制度における情報連携に的確な対応ができるようにする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	　　
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由

	システムの更新であり、指標となる数値はない。




（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

県内（岐阜市を除く）の手帳所持者数は約７万人であり、新規申請だけ
　でなく、再認定や変更、返還等についてもシステムによりデータを管理している。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　手帳交付件数（平成２８年度）

・新規交付　　　４，６０３件　　

・再交付　　　　１，６０４件

・再判定更新　　２，４１７件

・変更、返還等　８，２１１件

　　　　合　計　１６，８３５件

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	他の都道府県等で導入実績のあるパッケージソフトをベースに既存のシステムの課題を見据えてシステムの再構築を行い、併せて社会保障・税番号制度に対応する機能を持たせるなどの新機能を追加したシステムで迅速かつ正確に身体障害者手帳交付事務を行う必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△
	　手帳の交付については、既存のシステムにおいても業務の効率化が図られているが、機能の見直しを図るとともに、社会保障・税番号制度の本格運用に伴う迅速な情報連携に対応できるシステム構築をする必要がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△

	　既存のシステムでは、手帳の上で表記される総合等級や運賃減額は自動化されていない。また手帳交付の上でデータ検索による機能も活用しにくい状況となっている。これら人的確認作業をシステム化することで業務の効率化を図りたい。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
平成３０年度末に新システムへスムーズに移行できるよう、データ移行を着実に実施する必要があるが、データ移行にあたっては旧ベンダーの協力が不可欠でこれらの進行管理を適切に行う必要がある。また、新システムには社会保障・税番号制度における情報連携の機能を追加するため、統合宛名システムとの迅速な連携も課題となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　既存システムの機能の見直し（自動化）等を図り、新システムにおいて迅速で確実な身体障害者手帳の交付を行う。


